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はじめに 
 
  平成１９年４月、学校教育法の一部改正が行われ、障害の程度等に応じ特別の場で指導を

行う従来の障害児教育から特別支援教育への転換が図られた。特別支援教育とは、障害のあ

る幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児

児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改

善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものとされている。 

 
  香川県教育委員会では、平成１７年３月に策定した「香川県教育基本計画」の下、本県に

おける特別支援教育の推進のための計画として、特別支援教育に関する具体的な施策の方向

性や今後取り組みが必要な施策を示すため、平成１９年３月に「かがわ特別支援教育推進プ

ラン」を策定した。現在、このプランに基づき、本県における特別支援教育が進められてい

る。 

 
  このような中、少子化に伴い、長期的に児童生徒数の減少期は継続しており、現に盲学校

や聾学校などにおいて児童生徒数は減少している。一方で、知的障害を対象とする特別支援

学校については、その児童生徒数の増加傾向は著しく、このため、県立特別支援学校全体で

は、児童生徒数は増加している。知的障害を対象とする特別支援学校における児童生徒数の

増加の背景には、教育内容に対する保護者の理解が深まったことなどが考えられ、今後とも、

増加が見込まれる。 

 
  児童生徒数の増加に伴い、教育内容の一層の充実や教室不足など、学校教育を行う上で、

早急に対応すべき課題が生じている。このようなことから、知的障害を対象とする特別支援

学校における児童生徒数の増加に伴う対応策等を検討することが、県教育委員会から要請さ

れた。 

 
  検討に当たっては、知的障害を対象とする特別支援学校で学ぶ幼児児童生徒にとって、よ

りよい教育環境を整えることを念頭において、幼稚部、小・中学部、高等部それぞれの教育

の進め方や施設設備などの観点から議論が行われ、各委員から幅広い意見が出された。 

 
ここに検討の結果を、次のとおり取りまとめ、報告するものである。 

 
                   特別支援学校における教育推進検討委員会 
                   会 長  武 藏 博 文 
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Ⅰ 本県の特別支援学校の概況 

 
１ 特別支援学校の役割 

  (1) 特別支援学校においては、障害の重度・重複化や多様化に対応し、一人一人の教育的

ニーズに対応した指導と支援を行うことにより、自立や社会参加に必要な力を培うため

の教育活動が行われている。 

(2) 特別支援学校は、特別支援教育のセンター的役割として、福祉、医療、労働等の関係

機関と連携を図りながら、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の要請に応じて、障害

のある幼児、児童及び生徒の教育に関し必要な助言や援助を行っている。 

 
２ 学校数とその配置、設置部科等 

 (1) 本県の特別支援学校は、県立として、視覚障害を対象とする特別支援学校１校（盲学

校）と聴覚障害を対象とする特別支援学校１校（聾学校）、肢体不自由を対象とする特

別支援学校１校（高松養護学校）、病弱を対象とする特別支援学校１校（善通寺養護学

校）、知的障害を対象とする特別支援学校４校（香川東部養護学校、香川中部養護学校、

香川丸亀養護学校、香川西部養護学校）の合計８校が設置されており、香川大学教育学

部附属の知的障害を対象とする特別支援学校（香川大学教育学部附属特別支援学校）１

校をあわせて９校が設置されている。 

  (2) これら９校すべてに、小学部、中学部、高等部が設置されており、盲学校、聾学校、

香川中部養護学校には幼稚部も設置されている。また、盲学校と聾学校には高等部に専

攻科が設けられている。なお、盲学校、聾学校、香川中部養護学校、高松養護学校の４

校に寄宿舎が設けられている。（資料１） 

 
３ 幼児児童生徒数の推移 

 (1) 本県の特別支援学校の在籍者数は、平成 11 年度から平成 16 年度までは、900 人から

940 人程度までの間で推移していたが、平成 17 年度から増加傾向が続いており、平成

22 年度は 1,098 人となっている。 

(2) 学校別にみると、盲学校と聾学校が漸減傾向にある一方で、知的障害を対象とする特

別支援学校、特に、香川中部養護学校と香川丸亀養護学校において増加傾向が著しく、

香川中部養護学校にあっては、平成 11 年度の 204 人が平成 22 年度には 327 人（約 1.60

倍）、香川丸亀養護学校にあっては、125 人が 188 人（約 1.50 倍）となっている。 

（資料２） 
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４ 知的障害を対象とする特別支援学校の配置状況等 

 (1) 県立の知的障害を対象とする特別支援学校については、さぬき市に香川東部養護学校、

高松市に香川中部養護学校、丸亀市に香川丸亀養護学校、観音寺市に香川西部養護学校が

設置されている。なお、附属特別支援学校は坂出市に設置されている。 

 (2) 各学校に在籍する幼児児童生徒の主な居住地は、次のとおりである。 

  ① 香川東部養護学校：さぬき市、東かがわ市、三木町、高松市東部地域 

  ② 香川中部養護学校：高松市、土庄町、小豆島町、直島町、綾川町 

  ③ 香川丸亀養護学校：丸亀市、坂出市、善通寺市、宇多津町、琴平町、 

多度津町、まんのう町 

  ④ 香川西部養護学校：観音寺市、三豊市 

 
５ 知的障害を対象とする特別支援学校の幼児児童生徒数の将来推計 

知的障害を対象とする特別支援学校に在籍する幼児児童生徒数の将来推計については、そ

の予測を正確に行うことが極めて難しいことから、異なる２つの方法を用いて行った。 

１つは、県全体に占める各学校に在籍する児童生徒数の割合の推移を踏まえ、『国立社会

保障・人口問題研究所』が公表している本県人口の将来推計から推計したものであり、他の

１つは、各学校ごとに、それぞれの地域から小学部・中学部・高等部に入学する児童生徒数

の割合の推移から推計したものである。 

その結果によると、知的障害を対象とする特別支援学校全体の幼児児童生徒数については、

いずれの推計においても今後とも増加傾向が継続し、ピークを迎える時期は推計方法によっ

て異なるが、その数はほぼ同じ程度である。（資料３） 
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Ⅱ 幼稚部の教育について 

 
１ 現状と課題 

  (1) 就学前における特別支援教育については、平成 19 年４月の学校教育法の改正以来、

幼稚園教育要領等においても、その必要性が明確化されており、これを受ける形で、本

県の公私立の幼稚園や保育所においては、障害のある幼児の受け入れが進んでいる。 

  (2) 一方、全国的に見ると、幼稚部を設置している知的障害を対象とする特別支援学校は

少なく、県立では、本県の香川中部養護学校のほか、愛知県に１校と沖縄県に６校ある

だけである。 

(3) 香川中部養護学校幼稚部にあっては、児童生徒数が増加する中、平成 12 年度から 15

名（平成 11 年度までは 10 名）の定員を設定して、在籍する幼児に対する教育を行うと

ともに、県内の幼稚園等の要請に応じて、障害のある幼児の教育に関し必要な助言や援

助を行っている。 

  (4) このような状況にあって、香川中部養護学校の幼稚部の果たす役割（存在意義）を改

めて確認しておく必要がある。 

(5) なお、平成 22 年度は、香川中部養護学校の幼稚部は、同校の児童生徒数の増加に伴

い、緊急的な対応として一時的に、聾学校の教室を利用している。 
 
 
 
 

２ 今後の方向性 

(1) 就学前における特別支援教育の重要性が叫ばれ、また、幼稚園や保育所において障害

のある幼児の受け入れが進んでいる中にあって、香川中部養護学校の幼稚部については、

幼児を教育する機関であるとともに、本県の就学前の特別支援教育のセンター的役割を

担う機関として位置づけて、存続することが望ましい。 

(2) すなわち、知的障害のある幼児を受け入れている公私立の幼稚園や保育所に対して、

教材・教具の開発や最新の指導法を始めとする就学前の特別支援教育における専門的指

導や保護者支援などについて、培ってきたノウハウを情報発信するとともに、医療や福

祉との連携を図りながら全県的な研修会を実施するなどの指導的役割を果たすことが

求められている。 

(3) このため、香川中部養護学校幼稚部については、その役割としてセンター的機能を強

化することに加え、市町の幼稚園や保育所で障害のある幼児の受け入れが進んでいるこ

とを踏まえ、定員の見直しを検討することが必要である。 

(4) なお、聾学校の教室を利用していることについては、香川中部養護学校小学部等との

連携を図りにくい状況にあることから、できる限り早く解消するべきである。 
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Ⅲ 小・中学部、高等部の教育について 

 
１ 基本的考え方 

  (1) 現状と課題 

   ① 知的障害を対象とする特別支援学校における児童生徒数の増加への対応策として、

他県では、すべての特別支援学校で５障害種すべてを受け入れることとしている場合

や、聴覚障害を対象とする特別支援学校に新たに知的障害部門を設けている場合など

が見られる。 

   ② このことは、平成 19 年度から、複数の障害種別に対応した教育を実施することがで

きる特別支援学校の制度の創設により可能になったものであるが、各特別支援学校に

おいていずれの障害種別に対応した教育を行うこととするかについては、当該学校の

設置者が判断することとなっている。 

   ③ 本県では、現在、平成 19 年３月に策定された「かがわ特別支援教育推進プラン」に

基づき、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱のそれぞれの障害種別に

対応した特別支援学校として、盲学校１校、聾学校１校、知的障害を対象とする養護

学校４校、肢体不自由を対象とする養護学校１校、病弱を対象とする養護学校１校を

設置しており、障害種別ごとの専門的な教育を進めるとともに、当該障害種別以外の

障害を併せ有する者にも対応している。 

   ④ なお、高等部について、知的障害のある生徒が高等部への進学を希望する場合は、

全員を受け入れている。 

 
(2) 今後の方向性 

   ① 特別支援教育は、障害種別によりその専門性が大きく異なることから、児童生徒等

の能力を可能な限り発揮できるようにするためには、各特別支援学校において、障害

種別ごとの教育を進めることが望ましい。 

② このことから、これまでと同様に、視覚障害を対象とする盲学校、聴覚障害を対象

とする聾学校、知的障害を対象とする養護学校、肢体不自由を対象とする養護学校、

病弱を対象とする養護学校において、それぞれ特別支援教育を進め、これまで培われ

てきた教育水準の維持・確保を図るべきである。 

③ 従って、知的障害を対象とする特別支援学校の児童生徒数の増加への対応策として、

知的障害以外の障害を対象とする特別支援学校での受け入れは行うべきではない。 

④ ただし、各特別支援学校においては、今後とも、当該障害種別以外の障害を併せ有

する者も受け入れるとともに、教員配置等についても適切な配慮を行う必要がある。 
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⑤ なお、知的障害のある生徒が高等部の進学を希望する場合については、後期中等教育 

を保障する観点から、引き続き、全員受け入れることが望ましい。 

 
２ 教育内容の充実について 

 (1) キャリア教育 

① 現状と課題 

   ア 知的障害を対象とする特別支援学校に在籍する児童生徒数が増加している要因と 

して、学校の教育内容に対する保護者の理解が深まったことが考えられるが、特に、 

保護者は、早い段階から、自立と社会参加を目指した専門的な指導を受けることを 

望んでいる。 

  イ 高等部卒業生の進路は、在宅療養等を除き、「就職」又は「施設への入所や通所、 

作業所への通所等」のいずれかである。このうち、就職率については、全国的に高 

い状況にあるが、経済環境が厳しくなっていることもあり、数年前と比較すると、 

近年、低下している。（資料４）また、職場定着を図るため、各特別支援学校は自校 

の卒業生に対し、卒業後、少なくとも３年間は職場や家庭を訪問するなどして支援 

を行っている。 

ウ 高等部においては、教科「職業」や作業学習等において、勤労観・職業観の育成に

関わる指導を行っており、小・中学部においても、自分の役割を果たす能力や職業

に対する関心を育む指導を行っているが、それぞれが独立した取り組みになってお

り、必ずしも、系統的な教育内容になっていない面がある。 

エ また、障害の程度が重い生徒については、就労だけにとらわれることなく、心身共

に健康な生活を目指し、自立に向けて、自分で取り組めることを増やしていこうと

する態度・意欲を育むことが求められている。 

 
  ② 今後の方向性 

   ア 学校内における作業学習や実際の産業現場での実習の更なる充実を図るとともに、 

進路開拓や卒業後の支援については、ハローワークや障害者職業センター等の関係 

機関との連携を強化することが必要である。 

   イ 現在の教育課程をキャリア教育の視点で見直し、小学部から高等部までの系統的な 

取り組みができるような編成を行うことが必要であり、特に、小・中学部において 

は、キャリア教育に視点を置いた授業を実施するとともに、併せて研究を深める必 

要がある。 

ウ 児童生徒の障害の程度は様々であることから、「個別の指導計画」においては、一 
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人一人異なる障害の程度や発達段階に合わせて、育てるべきキャリア発達に関わる 

諸能力を明確化することが望ましい。 

 
(2) 教員の資質の向上 

① 現状と課題 

ア 児童生徒数の増加に伴い、教員数も増加しており、その資質向上が課題となっている。

本県の知的障害を対象とする特別支援学校における特別支援学校教諭免許状の保有率

は、81.9%であり、全国平均値（全障害種）である 69.2％と比較すると高い状況にある

が、近年は下降傾向にある。さらに、部別で見ると幼稚部 100％、小学部 98.1％に対し、

中学部 77.7％、高等部 69.4％であり、中学部と高等部において比較的低い状況にある。

（資料５） 

このため、県教育委員会では、特別支援学校教諭免許状取得のための講習会を実施す

るとともに、他県の同様の講習会の開催状況に関する情報提供を行ってきているが、更

なる免許状保有率の向上が課題となっている。 

イ また、児童生徒の障害の重度・重複化、多様化が進んでいることから、こうしたこと

に適切に対応できるよう、県教育委員会では各種の研修会を実施しているが、特定の障

害種に対応した専門性の向上とともに、発達障害を含む他の障害種にも対応した指導力

の向上が課題となっている。 

② 今後の方向性 

ア 特別支援学校教諭免許状取得のための講習会については、同免許状がより短期間で取

得できるよう、開設する講座の組み合わせや内容を検討しながら、毎年、実施するこ

とが望ましい。 

イ 各学校において、校長は、職員が受講しやすい環境づくりに努めるとともに、受講 

を勧めたり、他県の同様の講習会の開催状況や放送大学の講習会についての情報提供 

を行うことが大切である。 

ウ 人事異動等において、特別支援学校教諭免許状を保有している教員の配置について考

慮するとともに、教員採用に当たっては、引き続き、出願条件として特別支援学校教

諭免許状所持を掲げるべきである。 

エ 教員研修については、外部専門家の招聘、香川大学教育学部附属特別支援学校との連

携、高松養護学校や善通寺養護学校が実施する研修会への参加など研修内容の更なる

充実を図る必要がある。 

オ また、校長は、個々の教員の専門性を踏まえて、上級免許状の取得や複数の特別支援

教育領域の教員免許状の取得などを勧めるべきである。 
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Ⅳ 施設・設備等について 

 
１ 現状と課題 

(1) 知的障害を対象とする特別支援学校の幼児児童生徒「１人当たり校舎面積」について、

全国平均と比較すると、香川東部養護学校と香川西部養護学校は全国平均を上回る一方、

香川中部養護学校と香川丸亀養護学校は同平均を下回っている。（資料６） 

(2) 香川中部養護学校と香川丸亀養護学校については、児童生徒数の増加に伴い、普通教

室を仕切って２つの学級が授業を行ったり、特別教室を普通教室に転用するなど、教室

の使い方を工夫している。（資料７） 

(3) 香川中部養護学校については、平成１９年度に実習棟の増築を行い、それまで実習で

使用していた特別教室を普通教室に転用したり、平成２２年度は幼稚部について聾学校

の教室を利用している。また、香川丸亀養護学校では、平成２２年度に校舎の増築工事

を実施している。 

(4) このように順次対応してきたところであるが、抜本的な解決に至っておらず、普通教

室に加えて、実習室や図書室、個別指導のための部屋などの特別教室が不足するととも

に、校舎の狭隘化も進んでいる。 

(5) また、児童生徒数の増加に伴い、スクールバス乗車希望者が増加しており、現在、香

川中部養護学校に３台（高松養護学校との共同運行）、香川丸亀養護学校に２台のスク

ールバスが運行している。保護者の希望等を勘案しながら運行計画を立てているが、両

校とも、児童生徒の居住地が広域にわたっているため、所要時間が長くなっている。 

なお、香川中部養護学校の小豆島出身の児童生徒については、寄宿舎に入っている場

合が多いが、地理的な制約から、自宅から寄宿舎までの送迎の際に時間がかかるなど、

他の地域の出身の児童生徒に比べると、保護者の負担が大きくなっている。 

 
２ 今後の方向性 

(1) 幼児児童生徒数の今後の推計結果を踏まえ、早急に教育環境を充実していく必要性か

ら、次のような観点で具体化を図ることが必要である。 

① 幼児児童生徒が適切な教育環境の下で学校生活を営むためには、心身の発達に応じ

た一定の空間を確保する必要がある。このため、その目安として、「１人当たり校舎

面積」を参考指標として全国平均と比較すると、香川東部養護学校と香川西部養護学

校では、Ⅰの５で述べた２つの将来推計によるピーク年においても全国平均（３３．

０㎡）を概ね下回らない見込みであるが、香川中部養護学校と香川丸亀養護学校では、

現時点で既に全国平均を下回っており、今後とも相当程度の児童生徒数の増加が見込



                                            9 

まれ、更なる教育環境の悪化が予測されることから、両校については施設設備の改善

の必要性が認められる。（資料６） 

② 両校について、幼児児童生徒数がピークを迎える時期とその数は、推計方法より異

なっている。２つの推計方法のうち、ピーク時の幼児児童生徒数が多い方の推計では、

その時期が、香川中部養護学校は平成２８年度、香川丸亀養護学校は平成３２年度で

あることから、できるだけ早急に教室を確保することが重要である。（資料３） 

③ 幼児児童生徒を指導する上で、幼稚部・小学部から高等部までの教員間の連携が重

要であることなどから、幼稚部・小学部から高等部までの一貫した教育を行うことの

できる教育環境が必要である。 

④ 中学部や高等部においては、就職又は作業所への通所等に向けて実践的な知識・技

能・態度を身に付けることが求められることから、作業学習ができる施設・設備を確

保する必要がある。 

 
(2) 児童生徒数の増加に対する具体的な対応策としては、校舎の増築、分校や新校の設置、

小・中学校、高等学校の空き教室を利用した分教室の設置などが考えられるが、上記の

４つの観点を踏まえ、計画的に対策を講じる必要がある。 

施設設備の改善における当面の目標としては、香川中部養護学校と香川丸亀養護学校

について、「１人当たり校舎面積」を両校と同等規模の幼児児童生徒数が２００人以上

の学校の平均（２５．９㎡）の水準に近づけることとする。香川丸亀養護学校について

は、現在校舎の増築工事が行われており、平成２３年度から６教室の増加が見込まれ、

同校の「１人当たり校舎面積」が上記水準に概ね達するが、香川中部養護学校について

は、教室不足の解消に向けた対策を早急に実施する必要がある。 

また、両校とも、将来的には幼児児童生徒数が逓減傾向となることが見込まれること

から、「１人当たり校舎面積」を全国平均（３３．０㎡）の水準に近づける方向が望ま

しい。 

 
(3) 児童生徒の増加に対応して、スクールバスも、適宜、増車することが望ましい。 

特に、小豆島出身の児童生徒に対する特別な対応の必要性は高いことから、高松港か

ら寄宿舎までの送迎の面で、何らかの保護者の負担軽減を図る必要がある。 
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Ⅴ 県立特別支援学校と関係機関との連携について 

 
１ 現状と課題 

  (1) 知的障害を対象とする特別支援学校においては、幼児児童生徒が利用している医療機

関や福祉施設等の関係機関との連携を図りながら、「個別の教育支援計画」を作成して

支援に当たっているが、近年の児童生徒数の増加に伴い、医療機関や福祉施設等を利用

している児童生徒が増えている。 

  (2) また、小・中学校などの保護者に対する教育相談や教員に対する指導・助言を行うな

どのセンター的役割を果たすためにも、関係機関との連携は欠かせないものとなってい

る。 

(3) 一方、幼児児童生徒に対する支援やセンター的役割を果たすために、常に、指導技術

や教育相談の技能を向上させることが大切であるが、「特別支援教育の理論と実践に関

する研究を行う」役割を担う附属特別支援学校との連携については、不十分な面がある。

例えば、県立特別支援学校においては、附属特別支援学校が研究発表大会で行った研究

の内容に関する指導方法や教材などについて、教育実践に取り入れているところである

が、その成果や問題点が附属特別支援学校へ十分には伝わっていない状況などが見られ

る。 

 
２ 今後の方向性 

(1) 県立特別支援学校は、今後とも、幼児児童生徒一人一人のニーズに応じた支援を行う

とともに、地域のセンター的役割を充実するために、医療、福祉、労働等の関係機関と

の連携を一層密にする必要がある。 

  (2) また、附属特別支援学校との連携も大切である。具体的には、県立特別支援学校は、

附属特別支援学校の特別支援教育の理論と実践に関する研究内容を教育実践に取り入

れ、その成果や課題を同校へ提供するなどの一連の流れを作ることが重要である。なお、

当該教育実践は、小・中学校の指導にも生かされるよう、県立特別支援学校は、センタ

ー的機能を発揮すべきである。 
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 おわりに 

 
 
  本検討委員会は、知的障害を対象とする特別支援学校の児童生徒数の増加に伴い、早急に

解決すべき課題への対応策について、幼稚部、小・中学部、高等部の教育内容の充実や施設・

設備の整備など多様な観点から検討を行った。 

 
  児童生徒数が増加している背景には特別支援学校の教育内容に対する保護者等の理解が

深まったことが考えられるが、それだけに、保護者にとっては、特別支援学校への期待が高

まってきている。 

 
  従って、児童生徒数の増加に伴い表面化した課題についての取り組みは、保護者の期待に

応えるものであることから、県教育委員会におかれては、本報告書に盛り込まれた指摘事項

について、それぞれ早急に対応策を検討し、その実施に取り組まれることはもとより、可能

なものから直ちに実施していくことを強く要望する。 

 
  また、現在、国の教職員定数改善計画案が提示され調整が行われているが、こうした国の

特別支援教育に関する動向を踏まえ、教職員の配置について適切な措置を講じるなど、障害

のある幼児児童生徒の自立と社会参加に向けた積極的な取り組みを期待する。 

 
  なお、今回は、２つの方法で児童生徒数の将来推計を行ったが、特別支援学校への入学は、

幼児児童生徒の障害の程度や保護者の意向が大きく影響することから、小・中学校や高等学

校のように、将来推計を行うことは極めて困難である。そこで、今後の特別支援学校の幼児

児童生徒数の推移を見守りながら、適切な時点で更なる検討がなされるよう要望するもので

ある。 
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幼 小 中
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○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

学級数 生徒数 学級数

36

小学部 中学部 高等部

生徒数

専攻科 合　計

学級数 幼児数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数

幼稚部

幼児児童生徒数

香川中部養護学校

香川丸亀養護学校

香川西部養護学校

13 33 11 33 12

計

附属特別支援学校

区　　分

盲学校

聾学校

高松養護学校

善通寺養護学校

香川東部養護学校 122

2 10 23 76 26 107 27
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134 78 327
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13 29 9 24 7 30 29 83

1 1 2 5 1 2 4 6 3 14 11 28
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○
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寄宿
舎

○

○

○

○

理療科
保健理療科

普通科
理容科

本県の特別支援学校の配置状況等

理容科

普通科

高

普通科

普通科

普通科

普通科

普通科

明40. 9.30

昭36.11.16

昭49. 4. 1

普通科

工芸科

普通科

○ ○

昭36.11.16

昭60. 4. 1

昭54. 4. 1

明40. 9.30

位　置

さぬき市長尾

学　部
開　　校

昭52 .4. 1

専攻科

障害
種別

知的
障害

視覚
障害

聴覚
障害

高松市田村町

丸亀市飯野町

観音寺市出作町

高松市扇町

高松市太田上町

高松市田村町

坂出市府中町

学　校　名

香川東部養護学校

香川中部養護学校

香川丸亀養護学校

香川西部養護学校

盲学校

聾学校

高松養護学校

善通寺養護学校

（参考）香川大学教育学部
附属特別支援学校（知的障害）

（平成22年5月1日現在）

昭50. 4. 1

肢　体
不自由

病　弱 善通寺市善通寺町

●
●●

●

●
●

●

●

●

盲学校

聾学校

香川東部養護学校

香川中部養護学校

香川丸亀養護学校

香川西部養護学校

高松養護学校

善通寺養護学校
附属特別支援学校
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特別支援学校別特別支援学校別特別支援学校別特別支援学校別のののの幼児児童生徒数幼児児童生徒数幼児児童生徒数幼児児童生徒数のののの推移推移推移推移
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知的障害を対象とする特別支援学校の幼児児童生徒数の将来推計
（実線:進学率による推計、点線：在籍率による推計）
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知的障害知的障害知的障害知的障害をををを対象対象対象対象とするとするとするとする特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校のののの幼児幼児幼児幼児児童生徒数児童生徒数児童生徒数児童生徒数のののの将来推計将来推計将来推計将来推計    

（（（（推計方法推計方法推計方法推計方法についてについてについてについて））））    

 

１ 特別支援学校に在籍する児童生徒数の割合の推移による将来推計（以下「在籍率に

よる推計」という。）について 

 

推計のポイント 

香川県全体の児童生徒数に占める各特別支援学校に在籍する児童生徒数の割合が 

これまでの傾向と同様に増加していくことを前提としている。 

 

① 過去１０年間（平成１１年度～平成２１年度）において、香川県全体の児童生徒

数に占める各特別支援学校に在籍する児童生徒数の割合（１万人当たりの人数）の

変化から、増加量の平均を計算し、その割合が今後とも同様に伸びるものと想定し

て、将来における各特別支援学校ごとの当該割合を推計する。 

② 『国立社会保障・人口問題研究所』発表の人口推計（５年ごと）を活用して、本

県の将来の児童生徒数を推計した上で、その児童生徒数に各特別支援学校ごとの上

記割合を乗じて算出している。 

 

２ 特別支援学校への進学率の推移による将来推計（以下「進学率による推計」という。）

について 

 

上記推計は、香川県全体の児童生徒数に占める各特別支援学校の児童生徒数の割合

の過去の傾向が将来も続くものとして推計しているが、推計対象が少数であることに

加え、過去の傾向が将来も続くかどうかは不明であり、これを補うために、多面的に

推計する必要があることから、各通学区域の進学状況を踏まえ、より詳細に推計した

ものである。 

 

推計のポイント 

各特別支援学校ごとに、各通学区域において小学部・中学部・高等部に進学して

くる児童生徒数を推計し、各部の入学者が学年進行していくことを前提にしている。 

 

① 小学部第１学年は、各通学区域の６歳児数に占める特別支援学校に在籍する児童

数の割合の過去５年間（平成１８年度～平成２２年度。以下同じ。）の平均値から、

各特別支援学校に入学する児童数を推計し、学年進行する。 

② 中学部・高等部第１学年は、通学区域内の特別支援「学級」から入学する生徒数

の割合の過去５年間の平均値と、小・中学部からの持ち上がりにより、各特別支援

学校の生徒数を推計し、学年進行する。 

なお、一部の校区については、「通常学級」からの入学者数についても考慮する。 
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３ 推計方法の違いによる推計結果の相違点について 

① 推計結果の概要 

在籍率による推計 進学率による推計 

・合計のピークは、平成３２年の８２０人で

ある。 

・学校ごとのピークは、すべて平成３２年で

ある。 

  香川東部は、１３０人 
  香川中部は、３７６人 
  香川丸亀は、２２９人 
  香川西部は、８５人 

・ピーク後は、横ばい傾向である。 

・合計のピークは、平成２７年の８２９人である。 

 

・学校毎のピーク年が異なり、すべて早まっている。 

 

 香川東部は、平成２３年の１２３人で、７人減 
 香川中部は、平成２８年の４０４人で、２８人増 
 香川丸亀は、平成２６年の２０７人で、２２人減 
 香川西部は、平成２８年の１０５人で、２０人増 

・ピーク後の減少傾向が著しい。 

 

②  推計結果の違いの要因 

在籍率による推計 進学率による推計 

・県全体の児童生徒数は減少するが、同数に

占める各特別支援学校に在籍する児童生

徒数の割合は、将来にわたり、継続的に、

過去 10年間と同様に伸びていく。 

 ⇒ピーク後は、横ばい傾向となる。 

・６歳児数に占める特別支援学校に在籍する児童数の

割合や、中学部・高等部へ通学区域内の特別支援「学

級」から入学する生徒数の割合について、いずれも

伸びていないことから、過去５年間の平均値をとっ

ている。 

 ⇒ピーク後の減少傾向が著しくなる。 

 

【進学率による推計の例】 
香川中部養護学校（以下「中部養護」という。）の推計 

１ 幼稚部 
毎年度１０名とする。 

２ 小学部 
ア 第１学年 
(ｱ) 小豆郡、高松市、直島町及び綾川町（以下「中部養護地域」という。）の６歳児数に占
める中部養護に在籍する児童数の割合の過去５年間（平成１８年度～平成２２年度）の平
均値を計算する。（⇒ ≒0.0029） 

(ｲ) 平成２２年度の中部養護地域の未就学児（５歳児～０歳児）の人数に上記平均値を乗じ
て、平成２３年度以降の中部養護小学部第１学年の児童数を推計する。 
ただし、平成２９年度以降は出生していないため、平成２８年度の数値（１２人）を置く。 

イ 当該児童数を学年進行する。 
３ 中学部 

ア 第１学年 
(ｱ) 中部養護地域の小学校の特別支援「学級」第６学年児童数のうち、中部養護への入学者

数の割合の過去５年間（平成１８年度～平成２２年度）の平均値を計算する。（⇒ ≒0.41） 
(ｲ) 平成２３年度の第１学年の生徒数は、前年度の中部養護地域の小学校の特別支援「学級」

第６学年児童数に上記平均値を乗じて得た数に、前年度の中部養護小学部第６学年児童
数を加えた数とする。 

(ｳ) 平成２４年度以降は同様の計算を行う。 
イ 当該生徒数を学年進行する。 

４ 高等部 
上記中学部記載の「小学校の特別支援学級第６学年児童数」を「中学校の特別支援学級第３

学年生徒数」に、「中部養護小学部第６学年児童数」を「中部養護中学部第３学年生徒数」に
置き換え、同様の計算を行う。 
ただし、第１学年の推計の際には、過去５年間における中部養護地域の中学校の「通常学級」

から、中部養護へ入学した生徒の数の平均値（１人）を加える。 



①香川県特別支援学校高等部(知的障害）卒業生の進路状況の推移

（％）

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

2.6 0 3.9 0 1.1 0 0 0 1.0 0 0

37.2 57.7 48.1 49.4 51.6 48.3 50.0 56.2 63.6 61.3 54.9

5.1 6.7 10.4 18.4 1.1 8.0 8.5 5.6 3.0 5.4 6.1

55.1 35.6 37.7 32.2 46.2 43.7 41.5 38.2 32.3 33.3 39.0

27.0 25.5 23.7 22.4 23.2 23.2 25.3 25.8 27.1 26.4

　特別支援学校高等部特別支援学校高等部特別支援学校高等部特別支援学校高等部（（（（知的障害知的障害知的障害知的障害））））卒業生卒業生卒業生卒業生のののの進路状況進路状況進路状況進路状況のののの推移推移推移推移

就   職

進学等

② 香川県特別支援学校高等部(知的障害）卒業生の進路別割合の推移

全国高等部（知的）就職率

③ 職業別就職状況（日本標準産業分類による）

その他

施設等
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その他

進学等

施設等

就　職

人数

年度

資料　４

Ｈ２１年度特別支援学校高等部（知的障害）卒業生
職業別就職状況(H22.3月卒業）

サービス業
25.0%

製造加工業
21.9%医療・福祉施設

21.9%

卸売・小売業
21.9%

教育
3.1%

建設
3.1%

農業
3.1%

就職者数 32名

18



　　　　　　　　年度

56.5 59.2 61.9 67.9 68.7 69.2

79.4 79.1 78.6 79.1 75.2 73.7

42.9 50.0 51.8 48.3 39.4 41.2

(82.1) (76.7) (81.5) (75.9) (69.4) (73.5)

29.6 33.3 41.5 42.5 34.1 34.1

(68.2) (69.0) (73.2) (72.5) (75.6) (75.6)

知的障害 88.8 87.7 85.6 84.9 84.2 81.9

肢体不自由 80.9 78.9 78.4 82.7 75.0 79.5

病弱 85.7 83.8 81.7 82.9 76.1 69.2

※　知的障害を対象とする特別支援学校の部別の保有状況（平成２１年度）

幼稚部 小学部 中学部 高等部 全体

知的障害 100 98.1 77.7 69.4 81.9

（単位：％）

＊視覚障害・聴覚障害の（　）は、盲学校・聾学校において知的障害との重複児童生徒が
　多いので、知的障害の免許を保有する教諭を配置していることから、その人数を合計し
　た率である。

＊各年度5月1日における公立特別支援学校(幼,小,中,高）の教諭の当該障害種の免許保有率。

H21

全　国（公立全体）

香川県（公立全体）

H16 H17 H18

障害種別

視覚障害

聴覚障害

特別支援学校教諭特別支援学校教諭特別支援学校教諭特別支援学校教諭のののの当該障害種当該障害種当該障害種当該障害種のののの免許状保有状況 免許状保有状況 免許状保有状況 免許状保有状況 

H19 H20

（単位：％）

資料　５

19
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知的障害知的障害知的障害知的障害をををを対象対象対象対象とするとするとするとする特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校のののの校舎面積校舎面積校舎面積校舎面積    
    

１ 県内の知的障害を対象とする特別支援学校の校舎面積の状況について 

 
各学校の「１人当たり校舎面積」の現在の状況と幼児児童生徒数がピーク時の見込み

は、次のとおりである。 
 

平成２２年５月１日現在 ピーク時     

幼児児童 

生徒数（人） 

校舎面積 

（㎡） 

１人当たり

校 舎 面 積 

（㎡） 

ピーク

年 

幼児児童 

生徒数（人） 

校舎面積 

（㎡） 

１人当たり

校 舎 面 積 

（㎡） 

香川東部 122 4,239 34.7 H32 130 4,239 32.6 

香川中部 327 6,715 20.5 H28 404 6,715 16.6 

香川丸亀 188 
4,358 

（4,748）
23.2 
(25.3) 

H32 229 4,748 20.6 

香川西部 83 3,568 43.0 H28 105 3,568 34.0 

平 均   30.4    26.0 

    ※香川丸亀の括弧書き：平成 22年度増築工事後の数値 

    ※「ピーク時」：各学校の「進学率による推計」と「在籍率による推計」とを比較し、幼児児童

生徒数が多い方 

 
２ 全国の知的障害を対象とする特別支援学校の状況について 
 

 全体 抽出   

学 校 数 345 118 
全体：知的障害を対象とする特別支援学校のうち、 

小学部・中学部・高等部を有する学校 

幼児児童 

生徒数(人) 
60,212 32,683 

抽出：「全体」のうち、 

幼児児童生徒数が２００人以上の学校 

校舎面積 

（千㎡） 
1,987 848 

１人当た

り校舎面 

積（㎡） 
33.0 25.9 

 (いずれも、平成 22年 5月 1日現在) 

 
３ 参考指標 

 
○「1人当たり校舎面積」全国抽出平均（２５．９㎡）の場合 

 

平成２２年５月１日現在 各ピーク時     

幼児児童 

生徒数 

（人） 

校舎面積 

（㎡） 

１ 人 当 た

り 校 舎 

面積 （㎡） 

ピーク

年 

幼児児童 

生徒数 

（人） 

１人当た

り 校 舎 

面積（㎡） 

校舎面積 

（㎡） 

香川中部 327 6,715 20.5 H28 404 10,464 

香川丸亀 188 4,358 23.2 H32 229 
25.9 

5,931 

資料 ６ 
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○「1人当たり校舎面積」全国平均（３３．０㎡）の場合 

 

平成２２年５月１日現在 逓減時     

幼児児童 

生徒数 

（人） 

校舎面積 

（㎡） 

１ 人 当 た 

り 校 舎 

面積 （㎡） 

逓減年 

平均幼児 

児童生徒 

数（人） 

１人当た 

り 校 舎 

面積（㎡） 

校舎面積 

（㎡） 

香川中部 327 6,715 20.5 H37 342 11,286 

香川丸亀 188 4,358 23.2 H37 185 
33.0 

6,105 

 
※「平均幼児児童生徒数」：２つの推計方法による平成３７年時点の幼児児童生徒数の平均 



    

    

児童生徒数児童生徒数児童生徒数児童生徒数のののの増加増加増加増加にににに伴伴伴伴うううう特別教室特別教室特別教室特別教室からからからから普通教室普通教室普通教室普通教室へのへのへのへの転用転用転用転用等等等等    

    

各学校における児童生徒数の増加に伴う教室の転用等の状況は、次のとおりである。 

 

  平成１２年５月１日現在 平成２２年５月１日現在 

校舎面積 
４,２１８㎡ 

 

４,２３９㎡ 

（エレベーター新設により、２１㎡増） 

児童生徒

数 

８１人 

＜内訳＞ 

・小学部 ２３人 

・中学部 １７人 

・高等部 ４１人 

１２２人 

＜内訳＞ 

・小学部 ３３人 

・中学部 ３３人 

・高等部 ５６人 

学級数 

２７学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １０ 

・中学部  ６ 

・高等部 １１ 

３６学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １３ 

・中学部 １１ 

・高等部 １２ 

教員数          ５６人         ７１人 

普通教室          ２１室         ２５室 

香 

 

川 

 

東 

 

部 

 

養 

 

護 

 

学 

 

校 
特別教室 

２５室 

＜内訳＞ 

音楽室       １室 

感覚機能訓練室   ２室 

簡易作業室     １室 

教材室       １室 

言語訓練室     １室 

 

視聴覚室      １室 

職能訓練室     １室 

準備室       ４室 

 

生活訓練室（食堂） ２室 

多目的ホール    １室 

陶芸実習室     １室 

図書室       １室 

トレーニングルーム １室 

パソコン教室    １室 

訪問学級      １室 

調理室       １室 

被服室       １室 

美術室       ２室 

木工実習室     １室 

２１室 

＜内訳＞    

音楽室       １室 

 

簡易作業室     １室 

教材室       １室 

個別学習室     １室 

作業室       １室 

視聴覚室      １室 

 

準備室       ３室 

自立活動室     １室 

生活訓練室（食堂） ２室 

多目的ホール    １室 

陶芸実習室     １室 

図書室       １室 

 

パソコン教室    １室 

訪問学級      １室 

調理室       １室 

被服室       １室 

美術室       １室 

木工実習室     １室 

２２ 

資料 ７ 



  平成１２年５月１日現在 平成２２年５月１日現在 

校舎面積 
６,３１３㎡ 

 

６,７１５㎡ 

（実習棟の新増築により、４０２㎡増） 

幼児児童 

生徒数 

２２６人 

＜内訳＞ 

・幼稚部 １４人 

・小学部 ４０人 

・中学部 ７１人 

・高等部１０１人 

３２７人 

＜内訳＞ 

・幼稚部 １０人 

・小学部 ７６人 

・中学部１０７人 

・高等部１３４人 

学級数 

６５学級 

＜内訳＞ 

・幼稚部  ３ 

・小学部 １６ 

・中学部 ２１ 

・高等部 ２５ 

７８学級 

＜内訳＞ 

・幼稚部  ２ 

・小学部 ２３ 

・中学部 ２６ 

・高等部 ２７ 

教員数 １２１人 １４９人 

普通教室 

４０室 ４７室 

 

○平成１８年、１号棟大規模耐震改

修時に普通教室２室を３室に改造

⇒ 普通教室普通教室普通教室普通教室    １１１１室室室室増増増増 

香 

 

川 

 

中 

 

部 

 

養 

 

護 

 

学 

 

校 

特別教室 

２５室 

＜内訳＞ 

印刷室   １室 

音楽室   １室 

家庭科室  １室 

感覚訓練室 １室 

教材室   １室 

金工室   １室 

組立室   １室 

言語訓練室 １室 

作業室   ２室 

準備室   ３室 

視聴覚室  １室 

情報室   １室 

生活訓練室 １室 

多目的教室 １室 

調理室   １室 

塗装室   １室 

美術室   １室 

ブロック室 １室 

 

 

 

木工室   ２室 

遊戯治療室 １室 

窯業室   １室 

２６室 

＜内訳＞ 

印刷室     １室 

音楽室     １室 

家庭科室    １室 

 

教材室     ３室 

金工室     １室 

組立室     １室 

 

作業室     １室 

準備室     ３室 

 

情報室     １室 

 

多目的教室   ２室 

調理室     １室 

塗装室     １室 

美術室     １室 

ブロック室   １室 

縫工室     １室 

メイク・エコ室 １室 

メディア室   １室 

木工室     ２室 

遊戯治療室   １室 

窯業室     １室 

２３ 



  平成１２年５月１日現在  

校舎面積 ４,３５８㎡ ４,３５８㎡ 

児童生徒

数 

１２２人 

＜内訳＞ 

・小学部 ３３人 

・中学部 ３０人 

・高等部 ５９人 

１８８人 

＜内訳＞ 

・小学部 ４７人 

・中学部 ７１人 

・高等部 ７０人 

学級数 

３８学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １３ 

・中学部 １１ 

・高等部 １４ 

５２学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １７ 

・中学部 １９ 

・高等部 １６ 

教員数          ７５人         ９７人 

普通教室 

         １８室         ２７室 

 

○平成１２年度から順次、普通教

室５教室を２つに区切って使用 

⇒ 普通教室普通教室普通教室普通教室    ５５５５室室室室増増増増 

 

○平成２２年度、校舎を増築中 

⇒ 普通教室 ６室増の予定 

香 

 

川 

 

丸 

 

亀 

 

養 

 

護 

 

学 

 

校 

特別教室 

２０室 

＜内訳＞ 

織物作業室   １室 

音楽室     １室 

学習室     １室 

感覚訓練室   １室 

教材室     １室 

組立室     １室 

軽作業室    １室 

言語訓練室   １室 

作法・宿泊室  １室 

視聴覚教室   １室 

準備室     １室 

情報処理学習室 １室 

図工室     １室 

調理室     １室 

図書コーナー  １室 

塗装室     １室 

縫工室     １室 

訪問学級    １室 

木工室     １室 

窯業室     １室 

 

１６室 

＜内訳＞ 

織物作業室   １室 

音楽室     １室 

 

感覚訓練室   １室 

教材室     １室 

組立室     １室 

軽作業室    １室 

 

 

視聴覚教室   １室 

準備室     １室 

情報処理学習室 １室 

図工室     １室 

調理室     １室 

図書コーナー  １室 

塗装室     １室 

縫工室     １室 

 

木工室     １室 

窯業室     １室 

    

 

２４ 



  平成１２年５月１日現在 平成２２年５月１日現在 

校舎面積 ３,５６８㎡ ３,５６８㎡ 

児童生徒

数 

８８人 

＜内訳＞ 

・小学部 ２３人 

・中学部 ２３人 

・高等部 ４２人 

８３人 

＜内訳＞ 

・小学部 ２９人 

・中学部 ２４人 

・高等部 ３０人 

学級数 

３２学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １１ 

・中学部 １０ 

・高等部 １１ 

２９学級 

＜内訳＞ 

・小学部 １３ 

・中学部  ９ 

・高等部  ７ 

教員数          ６６人         ６１人 

普通教室          １７室         １７室 

香 

 

川 

 

西 

 

部 

 

養 

 

護 

 

学 

 

校 特別教室 

２０室 

＜内訳＞ 

園芸実習室  １室 

音楽室    １室 

 

機能訓練室  １室 

教材室    １室 

軽作業室   １室 

工芸実習室  １室 

準備室    １室 

視聴覚室   １室 

実習室    １室 

生活訓練室  １室 

多目的室   １室 

図書室    １室 

パソコン室  １室 

訪問学級   １室 

プレイルーム １室 

美術室    １室 

被服室    １室 

調理室    １室 

木工室    １室 

窯業実習室  １室 

２０室 

＜内訳＞ 

園芸実習室  １室 

音楽室    １室 

学習室    １室 

機能訓練室  １室 

教材室    ２室 

軽作業室   １室 

工芸実習室  １室 

準備室    ２室 

視聴覚室   １室 

 

生活訓練室  １室 

 

図書室    １室 

パソコン室  １室 

 

プレイルーム １室 

美術室    １室 

被服室    １室 

調理室    １室 

木工室    １室 

窯業実習室  １室    

 

 

 

 

 

 

 

 

２５ 
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特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校におけるにおけるにおけるにおける教育推進検討委員会協議教育推進検討委員会協議教育推進検討委員会協議教育推進検討委員会協議経過経過経過経過    

 

日  時 開催場所 協議事項 

○第１回 

平成２１年１２月２２日 

９：３０～１１：３０ 

香川県庁 

・会長、副会長の選出 

・検討課題と進め方の説明 

・資料説明（本県の特別支援学校の現

状について） 

・意見交換 

○第２回 

平成２２年３月２日 

１０：３０～１２：００ 

香川中部養護学校 

・第１回検討委員会での質問事項につ

いて説明 

・資料説明（幼稚部の教育について） 

・意見交換 

○第３回 

平成２２年４月２７日 

９：３０～１１：００ 

香川丸亀養護学校 

・第２回検討委員会での質問事項につ

いて説明 

・資料説明（小・中学部、高等部の教

育について） 

・第１回検討委員会の補足説明 

・意見交換 

○第４回 

平成２２年６月３日 

９：３０～１１：３０ 

香川県庁 

・資料説明（小・中学部、高等部の教

育について） 

・意見交換 

○第５回 

平成２２年８月２４日 

９：３０～１１：３０ 

香川県庁 

・資料説明（施設・設備について） 

・意見交換 

○第６回 

平成２２年９月２８日 

９：３０～１１：３０ 

香川県庁 

・報告書素案について 

○第７回 

平成２２年１０月２６日 

１０：００～１１：３０ 

香川県社会福祉 

総合センター 

・報告書（案）について 

 

※ 本検討委員会は、すべて公開で実施した。 

 

 

 

資料 ８ 
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特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校におけるにおけるにおけるにおける教育推進教育推進教育推進教育推進検討委員会設置要綱検討委員会設置要綱検討委員会設置要綱検討委員会設置要綱    

（設置） 

第１条 知的障害を対象とする特別支援学校の児童生徒数の増加に対する対応策等に

ついて検討するため、特別支援学校における教育推進検討委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置する。 

 

（組織） 

第２条 委員会は、委員１５名以内で組織する。 

 

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから、教育長が委嘱又は任命する。 

（１）学識経験者 

（２）特別支援学校保護者等の代表者 

（３）県、市町関係者 

（４）各種教育関係団体等の代表者 

 

（会長） 

第４条 委員会には、会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によってこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（運営） 

第５条 委員会は、会長が招集する。 

２ 委員会は、会長が議長となる。 

３ 委員会は、必要に応じ、議事に関係のある者を臨時に出席させることができる。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、香川県教育委員会事務局特別支援教育課において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が定め

る。 

 

附 則 

 １  この要綱は、平成２１年１２月３日から施行する。 

  ２  この要綱は、平成２３年３月３１日限り、その効力を失う。 

資料 ９ 
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特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校におけるにおけるにおけるにおける教育推進検討教育推進検討教育推進検討教育推進検討委員委員委員委員会名簿会名簿会名簿会名簿    

                                                                                                                                                    

現委員  ◎印 会長 ○印 副会長                            （敬称略、会長・副会長以外は五十音順）    

役   職   名    氏   名 委嘱年月日 

香川大学教育学部教授 ◎武藏  博文 Ｈ２１．１２．３ 

高松大学発達科学部講師 ○梶原由紀子 同 上 

四国学院大学文学部教授 会沢   勲 同 上 

四国新聞社編集局長（兼）論説委員長 泉川  誉夫 同 上 

香川県立盲学校 PTA 会長 井上  喜雅 同 上 

香川県立善通寺養護学校評議員 越智  広二 同 上 

NPO 法人障害児者ゴーゴースクラム理事長 香川  司恵 同 上 

香川県立香川丸亀養護学校校長 

（前香川県高等学校教育研究会特別支援教育部会長） 
高尾  早苗 同 上 

高松市立浅野幼稚園長 藤堂  美鈴 同 上 

香川県健康福祉部障害福祉課長 土岐  敦史 Ｈ２２． ４．１ 

高松市教育委員会教育長 松井    等 Ｈ２２． ４．１ 

香川県立聾学校 PTA 会長 宮﨑加代子 Ｈ２１．１２．３ 

香川県立聾学校校長 

（前特別支援学校校長会会長） 
六車    治 同 上 

特別支援学級設置学校長協会副会長 六車    健 同 上 

知的障害教育校５校 PTA・親の会連絡協議会 代表 脇谷  和子 同 上 

 

退任委員                                

委 員 委 嘱 時 の 役 職 名    氏   名 委嘱年月日 

香川県市町教育委員会連絡協議会理事 黒川  康嘉 
Ｈ２１．１２．３～ 

Ｈ２２．３．３１ 

香川県健康福祉部障害福祉課長   森 武比古 同 上 

 

資料１０ 




